
本年度 前年度 比較

第２款 12,517,521 10,641,591 1,875,930

1項 1,226,986 1,146,631 80,355

1目 665,484 655,359 10,125

632,190 627,923 4,267

P. 13 20,450 16,585 3,865

671 671

7,739 7,503 236

4,434 2,677 1,757

2目 503,764 435,930 67,834

3,532 3,740 △ 208

P. 13 17,095 17,203 △ 108

P. 13 467,554 399,654 67,900

P. 14 15,583 15,333 250

3目 57,738 55,342 2,396

P. 14 39,719 37,537 2,182

P. 14 18,019 17,805 214

2項 734,723 751,821 △ 17,098

1目 191,733 165,391 26,342

191,733 165,391 26,342

2目 542,990 586,430 △ 43,440

メディア連携推進 P. 15 26,468 26,468

メディア戦略推進 P. 15 24,481 23,760 721

インターネット広報 P. 15 39,858 38,723 1,135

広報刊行物発行 P. 15 124,771 120,068 4,703

広報普及推進 649 697 △ 48

テレビ広報 P. 15 17,563 17,563

ラジオ広報 P. 15 30,503 30,296 207

報道資料収集 17,262 17,148 114

記者室運営 16,546 15,669 877

映像プロモーション P. 16 244,889 296,038 △ 51,149

3項 エンターテインメント・コンテンツ費 812,091 697,021 115,070

1目 エンターテインメント・コンテンツ総務費 120,931 82,460 38,471

職員給与 120,931 82,460 38,471

2目 エンターテインメント・コンテンツ費 691,160 614,561 76,599

新コンテンツ企画・推進 P. 16 211,424 138,000 73,424

ぐんまちゃん推進 P. 17 479,736 476,561 3,175

4項 デジタルトランスフォーメーション費 3,320,129 2,577,721 742,408

1目 デジタルトランスフォーメーション総務費 297,663 291,240 6,423

職員給与 297,663 291,240 6,423

2目 デジタルトランスフォーメーション費 3,022,466 2,286,481 735,985

デジタルトランスフォーメーション推進 P. 17 67,882 49,028 18,854

市町村ＤＸ P. 18 103,071 74,257 28,814

デジタル基盤整備 P. 18 2,409,827 1,930,779 479,048

システム最適化 P. 18 87,543 83,490 4,053

ＮＥＴＳＵＧＥＮ運営 P. 19 354,143 148,927 205,216

職員給与

メディアプロモーション費

ＥＢＰＭ推進

東京事務所費

首都圏情報発信

メディアプロモーション費

メディアプロモーション総務費

東京事務所運営

第２款　知 事 戦 略 費
(単位：千円)

知事戦略費

事　業　名

職員給与

未来創生

知事戦略管理費

知事戦略管理費

政策調査

連携推進

秘書事務

総務調整費

社会参加費

戦略企画推進費

戦略企画推進
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本年度 前年度 比較事　業　名

5項 3,448,586 3,483,235 △ 34,649

1目 173,229 171,616 1,613

173,229 171,616 1,613

2目 3,275,357 3,311,619 △ 36,262

P. 19 29,226 82,703 △ 53,477

P. 20 3,179,049 3,158,593 20,456

P. 20 67,082 70,323 △ 3,241

6項 2,498,050 1,560,177 937,873

1目 119,558 122,855 △ 3,297

119,558 122,855 △ 3,297

2目 2,378,492 1,437,322 941,170

P. 21 145,097 175,657 △ 30,560

P. 21 1,252,955 603,549 649,406

P. 22 352,440 211,116 141,324

P. 22 628,000 447,000 181,000

7項 476,956 424,985 51,971

1目 168,034 127,064 40,970

168,034 127,064 40,970

2目 264,205 257,785 6,420

P. 23 189,260 189,120 140

P. 23 34,837 32,602 2,235

P. 24 40,108 36,063 4,045

3目 44,717 40,136 4,581

P. 24 44,717 40,136 4,581

地域交通対策

公共交通整備［単独公共］

鉄道振興

交通イノベーション推進費

交通イノベーション総務費

職員給与

交通イノベーション推進費

交通まちづくり戦略推進

グリーンイノベーション推進費

カーボンニュートラル推進

再生可能エネルギー推進

グリーンイノベーション推進

グリーンイノベーション推進費

グリーンイノベーション総務費

職員給与

旅券発給

地域外交費

地域外交総務費

職員給与

旅券発給費

地域外交費

国際政策推進

国際交流推進

上海事務所運営
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事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
〇高校生リバースメンター　                 　　  5,000千円
  高校生ならではの斬新な発想による知事への政策提言を求める。
〇新・総合計画アップデート                 　　  7,120千円
　新・群馬県総合計画（ビジョン・基本計画）のアップデートを
　行う。
〇アントレプレナーシップ醸成プログラム　　　　　 4,290千円
  グローバルな視点で地域課題を考える起業家（始動人）を育成
　するためのプログラムを開催する。
○ふるさと納税推進　　　　　　　　　　  　　　 450,000千円
　ふるさと納税の募集、寄附額に応じた返礼品等の送付　　ほか

１　報　酬 220
７　報償費 1,413
８　旅　費 2,217
10　需用費

18　負担金 9,633

1,018
11　役務費 8,248
12　委託料 201,767
13　使賃料 260,133

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　令和２年度に策定した「新・総合計画」について、時代の変化を
踏まえたアップデートを行うとともに、「官民共創コミュニティ」
や「始動人」の育成等、2040年に目指す姿の実現に向けた取組を推
進する。

Ⅵ　官民共創コミュニティの育成
Ⅶ　教育イノベーションの推進と
　　　「始動人」の活躍

（前々年度） 400,049 44,888 296,850 58,311
（前年度） 519,857 48,645 411,000 60,212

決算額
（前々年度） 337,463 54,500 219,000 63,963
（前年度） 416,857 48,645 308,000 60,212
当初予算額 484,649 6,545 450,000 28,104

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

予算科目 第２款 知事戦略費 －第１項 知事戦略管理費 －第２目 戦略企画推進費
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

（事項） 未 来 創 生 連 絡 先 027-226-2314
会計名 一般会計 説明書ページ 61

担 当 部 課 知事戦略部 戦略企画課
年度 ８ 事業名 連 携 推 進 担 当 者 未来創生室ほか

17　備品費 1,009
18　負担金 57

6,418
11　役務費 971
12　委託料 6,296
13　使賃料 1,821

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○主管課運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,923千円
　知事戦略部の主管課としての運営費
○部局調整費　　　　　　　　　　　　　　　　　  16,127千円
　年度途中に機動的対応が必要な経費
○県民広報費                                　 　　400千円
　知事戦略部内各所属の各種広報、啓発経費

７　報償費 778
８　旅　費 2,950
９　交際費 150
10　需用費

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　主管課の予算執行管理及び調整能力を充実させ、予算の効率的・
効果的な執行を図る。

（前々年度） 13,429 13,429
（前年度） 16,585 16,585

決算額
（前々年度） 15,878 15,878
（前年度） 16,585 16,585
当初予算額 20,450 20,450

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

予算科目 第２款 知事戦略費 －第１項 知事戦略管理費 －第１目 知事戦略管理費
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

（事項） 連 絡 先 027-226-2312
会計名 一般会計 説明書ページ 61

第１項 知事戦略管理費 － 第１目 知事戦略管理費・第２目 戦略企画推進費
担 当 部 課 知事戦略部 戦略企画課

年度 ８ 事業名 総 務 調 整 費 担 当 者 総務・ＤＸ推進係
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18　負担金等 20,843
　　その他 603

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○知事トップセールスサポート（首都圏における県人会、民間企
　業・団体、有識者などの情報収集等）
○国会、中央省庁との連絡調整
　県の政策立案に資する情報収集、要望活動の案内、県各部局と
　の連絡調整、県出身者のネットワークづくりなど
○知事会、各都道府県等関係諸団体との連絡調整
○県内市町村、関係団体との連携強化
○来所者に対する県政情報提供
〇パブリシティ活動・観光誘客促進

１　報　酬 4,993
３　手当等 1,936
４　共済費 1,213
８　旅　費 3,403
10　需用費 4,560
11　役務費 3,766
12　委託料 12,842
13　使賃料 3,579

（前々年度） 78,334 36 78,298
事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連

　東京にある資源（人、企業、資金、技術・知見等）を群馬にもた
らすため、知事のトップセールスをサポートし、本県の課題解決に
結びつく最先端の情報を収集する。また、群馬の優れたコンテンツ
を首都圏に直接発信し、本県への移住・誘客の促進を図る。

Ⅴ　地域経済循環の形成

決算額
（前年度） 54,378 41 54,337

（前年度） 55,342 41 55,301
（前々年度） 93,071 35 15,000 78,036

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 57,738 39 57,699

会計名 一般会計 説明書ページ 62
予算科目 第２款 知事戦略費 －第１項 知事戦略管理費 －第３目 東京事務所費
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

担 当 部 課 知事戦略部 東京事務所
年度 ８ 事業名 東 京 事 務 所 運 営 担 当 者 政策調整第一係

（事項） 首 都 圏 情 報 発 信 連 絡 先 03-5212-9102

〇ＥＢＰＭ推進支援・県民アンケート　　　　　 　 10,000千円
　・フォローアップ体制の整備及び効果検証のモデル事例を構築
　　することにより、ＥＢＰＭ推進に向けた人材育成・環境整備
　　を行う。
　・県政重要課題について、県民の意見を伺い、県政運営に速や
　　かに反映させていくため、「県民アンケート」を実施する。
○県民幸福度指標　　　　　　　　　　　　　　　　 5,583千円
　本県施策の大きな目標である「県民の幸福度向上」のため、
　「県民の幸福」や「施策実感」を測定する県民アンケートを実
　施する。

７　報償費 48
10　需用費 46
12　委託料 15,489

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
○限られた財源で効果的・効率的な施策を実現するため、客観的
　根拠（エビデンス）に基づいた施策設計や効果測定を推進する。
○「県民の幸福度」を見える化するとともに、県施策との関連性
　を分析し、施策へ活用することで、県民幸福度の向上を目指す。

Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳

（前年度） 15,333 5,000 10,333
（前々年度） 12,787 5,408 7,379

（前々年度） 24,657 14,572 10,085
決算額

当初予算額 15,583 5,000 10,583
（前年度） 15,333 5,000 10,333

事業期間 Ｒ元年　～　　年 根拠法令
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（事項） 連 絡 先 027-226-2405
会計名 一般会計 説明書ページ 62
予算科目 第２款 知事戦略費 －第１項 知事戦略管理費 －第２目 戦略企画推進費

第１項 知事戦略管理費 － 第２目 戦略企画推進費・第３目 東京事務所費
担 当 部 課 知事戦略部 戦略企画課

年度 ８ 事業名 Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ 推 進 担 当 者 計画・ＥＢＰＭ係
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13　使賃料 6,088
17　備品費 561

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　県政の主要施策や話題を県民に分かりやすく、タイムリーに情報
発信することにより、県民の県政への理解と関心を高め、県民と行
政の情報共有を進める。また群馬の魅力も発信することで、県民の
誇りを醸成し、幸福度向上につなげる。

Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

827
10　需用費 483

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○県政広報紙「ぐんま広報」　　　　　　　　　　　 122,000千円
  年12回発行、部数455,500部/月、「tsulunos PLUS」を年4回発行
○視覚障害者向け県広報　　　　　　　　　　　　　   2,771千円
  年12回発行、声の広報CD等155本/月、点字広報350部/月
○テレビ・ラジオ広報　　　　　　 　             　48,066千円
  県政ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｺｰﾅｰ、ﾜｲｸﾞﾙPREF、ぐんま情報ﾄｯﾋﾟﾝｸﾞ
○群馬県ホームページの運営                     　 35,502千円
  県ホームページを活用し、県政情報等を効果的に発信
○ＬＩＮＥポータル　　　　　　                　   4,356千円
　幅広い世代が利用するＬＩＮＥを情報発信ポータルとして活用

１　報　酬 8,044
３　手当等 3,157
４　共済費 2,104
８　旅　費

11　役務費 48,201
12　委託料 143,230

（前年度） 191,495 191,495
（前々年度） 185,337 185,337

（前々年度） 201,783 201,783
決算額

当初予算額 212,695 212,695
（前年度） 206,650 206,650

予算科目 第２款 知事戦略費 －第２項 メディアプロモーション費 －第２目 メディアプロモーション費

事業期間 Ｓ56年　～　　年 根拠法令
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

4,251
350

12　委託料

645

（事項） テ レ ビ 広 報 ・ ラ ジ オ 広 報 連 絡 先 027-226-2162
会計名 一般会計 説明書ページ 63

イ ン タ ー ネ ッ ト 広 報 担 当 部 課 知事戦略部 メディアプロモーション課

年度 ８ 事業名 広 報 刊 行 物 発 行 担 当 者 広報係

  本県独自の情報発信体制を構築するとともに、県民のＳＮＳ等に
よる本県の魅力発信を促進する。 Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

Ⅵ　官民共創コミュニティの育成

事業計画（具体的に何をするのか？）
7,200

３　手当等 1,355

事業費（節）の内訳
○群馬の魅力発信                       　　 　　     732千円
　「ぐんま応援びと」推進
○情報発信体制の構築ほか             　   　　　　23,749千円
　メディア戦略アドバイザー設置、ソーシャルメディア活用促進、
　メディアプロモーション研修の実施などにより、庁内の相談体制
　を強化し、情報発信担当者のスキル向上を図る。
○メディア連携推進　　　　　　　　　　　　　　　　26,468千円
　庁内から事業コンテンツを収集し、在京メディア等に対する円滑
　なパブリシティ活動を推進する。

１　報　酬

28,837
13　使賃料 814

936４　共済費

　　その他 2,799

７　報償費
８　旅　費
10　需用費
11　役務費

3,762

34,764
（前々年度） 24,235 3,287 20,948

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連

（前年度） 50,228 15,464

（前々年度） 47,795 16,076 31,719
決算額

当初予算額 50,949 15,464 35,485
（前年度） 50,228 15,464 34,764

事業期間 Ｒ２年　～　　年 根拠法令
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（事項） メ デ ィ ア 戦 略 推 進 連 絡 先 027-897-2694
会計名 一般会計 説明書ページ 63
予算科目 第２款 知事戦略費 －第２項 メディアプロモーション費 －第２目 メディアプロモーション費

第２項 メディアプロモーション費 － 第２目 メディアプロモーション費
担 当 部 課 知事戦略部 メディアプロモーション課

年度 ８ 事業名 メ デ ィ ア 連 携 推 進 担 当 者 プロモーション戦略係
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８　旅　費
10　需用費
11　役務費
12　委託料

第２項 メディアプロモーション費 － 第２目 メディアプロモーション費/第３項 エンターテインメント・コンテンツ費 － 第２目 エンターテインメント・コンテンツ費

担 当 部 課 知事戦略部 メディアプロモーション課

年度 ８ 事業名 映 像 プ ロ モ ー シ ョ ン 担 当 者 tsulunos室

予算科目 第２款 知事戦略費 －第２項 メディアプロモーション費 －第２目 メディアプロモーション費

事業期間 Ｒ２年　～　　年 根拠法令

（事項） 連 絡 先 027-226-2171
会計名 一般会計 説明書ページ 63

当初予算額 244,889 92,043 152,846
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（前々年度） 249,986 57,070 192,916
（前年度） 296,038 82,588 213,450

（前年度） 283,038 76,088 206,950
決算額

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　県民の県政への理解を深め、県の認知度向上を図るため、動画・
放送スタジオ｢tsulunos｣を核として、テレビやネットメディア等の
各種媒体を活用し映像プロモーションを展開する。

Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

（前々年度） 237,471 46,298 191,173

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○動画を活用した情報発信　　　　　　　　　　　　114,889千円
　動画・放送スタジオ「tsulunos」の運営、県の施策や魅力を伝え
　る動画制作、公式YouTubeチャンネルを活用した配信等を実施。
　・メディアミックス戦略高度化　　　　　　　　　 85,496千円
　　YouTube用コンテンツ（長尺、ショート）制作ほか
　・Advanced tsulunos　　　　　　　　　　　　　　29,393千円
　　スタジオ運営、TikTok用コンテンツ制作ほか
○県広報番組　　　　　　　　　　　　　　　　　　130,000千円
　県の施策や魅力を伝える広報番組を制作・テレビ放送し、見逃し
　配信サービスや公式YouTubeチャンネルを活用し県内外へ配信。

１　報　酬 2,069
３　手当等 803
４　共済費 465

13　使賃料 3,927
17　備品費 1,418
18　負担金 392

210
1,865
610

233,130

担 当 部 課 知事戦略部 エンターテインメント・コンテンツ課

年度 ８ 事業名 新 コ ン テ ン ツ 企 画 ・ 推 進 担 当 者 エンターテインメント係・デジタルクリエイティブスクール係

予算科目 第２款 知事戦略費 －第３項 エンターテインメント・コンテンツ費 －第２目 エンターテインメント・コンテンツ費

事業期間 Ｒ７年　～　　年 根拠法令

（事項） 連 絡 先 027-898-2869、027-898-2895

会計名 一般会計 説明書ページ 64

当初予算額 211,424 101,791 6,000 103,633
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（前々年度）
（前年度） 138,000 58,775 30,000 49,225

（前年度） 138,000 58,775 30,000 49,225
決算額

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
◯エンタメの力で群馬県の魅力を発信することにより、県のプレゼ
　ンスを向上させる。
○デジタルクリエイティブ人材育成・輩出により新たな産業創出や
　既存産業の高付加価値化を図る。

Ⅴ　地域経済循環の形成
Ⅵ　官民共創コミュニティの育成

（前々年度）

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○バーチャルプロダクション（地域素材開発）　 　　 50,420千円
　ロケ地として需要の高い場所をバーチャルプロダクション素材と
　して撮影・編集し、各メディアに提供する。
○ＩＰコンテンツ活用魅力発信　　　　　　　　 　　 10,000千円
　アニメ、マンガ、ゲーム等の人気ＩＰを活用し群馬県の魅力を世
　界に発信する取組を実施する。
○（仮称）デジタルクリエイティブスクール構想検討 147,000千円
　大学生世代以上向けの人材育成機関について、関連企業や教育機
　関との連携強化等を行うことで、開設への具体的な準備を開始。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

７　報償費 1,800
８　旅　費 3,409
10　需用費 1,528
11　役務費 687
12　委託料 203,600
13　使賃料 400
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第３項 エンターテインメント・コンテンツ費 － 第２目 エンターテインメント・コンテンツ費／第４項 デジタルトランスフォーメーション費 － 第２目 デジタルトランスフォーメーション費

担 当 部 課 知事戦略部 エンターテインメント・コンテンツ課

年度 ８ 事業名 ぐ ん ま ち ゃ ん 推 進 担 当 者 ぐんまちゃん推進室

予算科目 第２款 知事戦略費 －第３項 エンターテインメント・コンテンツ費 －第２目 エンターテインメント・コンテンツ費

事業期間 Ｈ20年　～　　年 根拠法令

（事項） 連 絡 先 027-226-2315
会計名 一般会計 説明書ページ 64

当初予算額 479,736 87,000 6,716 386,020
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（前々年度） 414,492 45,440 5,687 363,365
（前年度） 476,561 86,000 6,925 383,636

（前年度） 478,959 86,000 9,323 383,636
決算額

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　ぐんまちゃんのブランド化を推進することで、群馬県を知り好感
を持つ人を増やし、群馬県のプレゼンス向上と県民プライドの醸成
を図る。

Ⅵ　官民共創コミュニティの育成

（前々年度） 414,136 34,440 11,995 367,701

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○更なる認知度好感度の向上　　　               　273,378千円
　メインターゲットを中心に認知度向上等のプロモーションを実施
　・全国プロモーション、ＳＮＳ企画・運営、キャラバン隊ほか
○「ぐんまちゃんワールド」による地域活性化推進　 125,267千円
　ぐんまちゃんの強みを活かして観光誘客等を推進
　・（仮称）ぐんまちゃん執務室整備、ぐんまちゃんのひろば運営
　　ほか
○「ＩＰビジネス」による新たな富の創出　　　　　　81,091千円
　国内外の企業との連携によるIP活用の推進
　・国内外展示会への出展、デザイン許諾ほか

１　報　酬 5,949
３　手当等 5,260
４　共済費 3,158
８　旅　費

13　使賃料 104
　　その他 5,569

5,451
10　需用費 3,242
11　役務費 624
12　委託料 450,379

担 当 部 課 知事戦略部 デジタルトランスフォーメーション課

年度 ８ 事業名 デ ジ タ ル ト ラ ン ス 担 当 者 企画チーム、庁内DXチーム

予算科目 第２款 知事戦略費 －第４項 デジタルトランスフォーメーション費 －第２目 デジタルトランスフォーメーション費

事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

（事項） フ ォ ー メ ー シ ョ ン 推 進 連 絡 先 027-226-2331
会計名 一般会計 説明書ページ 65

当初予算額 67,882 19,248 14,977 8,000 25,657
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（前々年度） 84,360 27,929 10,315 46,116
（前年度） 49,028 19,248 10,315 19,465

（前年度） 44,992 17,748 10,315 16,929
決算額

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　デジタル技術を活用して県内産業･県民生活･行政施策を変革する
とともに、デジタル人材の育成を進める。また、生成ＡＩなどの先
進技術を活用して県庁業務の効率化などの行政改革を進める。

Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

（前々年度） 64,581 19,993 8,048 36,540

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○デジタル人材育成　　　　　　　　　　　　　　　  20,630千円
　ＤＸの発想やデジタルスキルを活用して地域課題の解決などに取
　り組む人材（デジタル人材）を育成するための支援を実施
○ＩＣＴ活用推進　　　　　　　　　　  　　　　 　  4,426千円
　ＡＩ技術の活用や業務システムの調達支援により県庁業務の効率
　化を推進するとともに、ＩＣＴ人材の確保・育成を実施
〇生成ＡＩ活用推進　　　　　　　　　　　　　　　　 5,549千円
　独自データを活用できるサービスを導入
○口座振替収納事務のデジタル化　　　　　　　　　　16,872千円
　口座振替をオンラインで一元的に効率化する仕組みを整備　ほか

７　報償費 264
８　旅　費 1,314
10　需用費 823
11　役務費 4,815
12　委託料 47,336
13　使賃料 12,146
18　負担金 1,184
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11　役務費
12　委託料
13　使賃料

事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

第４項 デジタルトランスフォーメーション費 － 第２目 デジタルトランスフォーメーション費

担 当 部 課 知事戦略部 デジタルトランスフォーメーション課

年度 ８ 事業名 市 町 村 Ｄ Ｘ 担 当 者 市町村DXチーム
（事項） 連 絡 先 027-226-2331

会計名 一般会計 説明書ページ 65
予算科目 第２款 知事戦略費 －第４項 デジタルトランスフォーメーション費 －第２目 デジタルトランスフォーメーション費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 103,071 6,285 96,786
（前年度） 74,257 5,242 6,140 62,875
（前々年度） 89,435 9,754 30,839 48,842

決算額
（前年度） 64,668 5,242 6,140 53,286
（前々年度） 68,945 4,920 30,839 33,186

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　行政のＤＸを推進し県民の利便性や行政サービスの向上を図るた
めに、県民に最も身近な行政を担う市町村に対する支援を強化し、
組織の枠を超えてＤＸを推進する。また、マイナンバー制度やカー
ドの普及を進め、利便性の高い行政サービスを提供する。

Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

（事項） シ ス テ ム 最 適 化 連 絡 先 027-226-2331
会計名

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○社会保障・税番号制度推進     　　　             48,503千円
　県が保有する税や福祉などの情報を国のネットワークシステムに
　連携させるために必要な統合宛名管理システム等を運用
〇公的個人認証サービス負担金　　　　　　　　　　　44,400千円
○ぐんま自治体ＤＸ　     　　　          　　　　　2,742千円
　県職員が市町村庁舎を訪れ、ＢＰＲや行政手続オンライン化の支
　援、ＩＣＴツールの共同調達など、市町村職員を直接的にサポー
　トする伴走型支援を実施し、市町村を強力にバックアップ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

７　報償費 120
８　旅　費 502
10　需用費 397

3,142
45,490
5,055

18　負担金 48,365

担 当 部 課 知事戦略部 デジタルトランスフォーメーション課

年度 ８ 事業名 デ ジ タ ル 基 盤 整 備 担 当 者 デジタル基盤チーム、システム最適化チーム

一般会計 説明書ページ 65
予算科目 第２款 知事戦略費 －第４項 デジタルトランスフォーメーション費 －第２目 デジタルトランスフォーメーション費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

当初予算額 2,497,370 279,703 2,217,667
（前年度） 2,014,269 286,050 1,728,219
（前々年度） 1,976,212 281,957 1,694,255

決算額
（前年度） 1,900,474 286,050 1,614,424
（前々年度） 1,871,298 282,599 1,588,699

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　職員の事務効率向上及び情報共有に必要な機器等を整備すること
により、県民サービスの向上を図る。 Ⅰ　行政と教育のＤＸの推進

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○県庁情報通信ネットワーク運用管理  　　　  　 1,402,216千円
　県庁と地域機関を結ぶネットワーク及びインターネット接続機器
　等の運用・保守
○庁内ネットワーク用パソコン等整備　　 　　 　　 193,783千円
  一般事務用パソコン、プリンタの整備、運用、保守
○情報セキュリティ対策　 　　　　　　　　　　　  741,667千円
　県と市町村等が共同でWebサーバー等を集約・運用し、監視及び
　ログ分析・解析をはじめ高度なセキュリティ対策を実施するとと
　もに、職員向け訓練等を実施　　　　　　　　　　　　　　ほか

８　旅　費 471
10　需用費 3,834
11　役務費 212,728

1,999,44112　委託料
13　使賃料
14　工事費

195,787
26,078

17　備品費 412
18　負担金 58,619
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事業期間 Ｒ２年　～　　年 根拠法令

第４項 デジタルトランスフォーメーション費 － 第２目 デジタルトランスフォーメーション費／第５項 グリーンイノベーション推進費 － 第２目 グリーンイノベーション推進費

担 当 部 課 知事戦略部 デジタルトランスフォーメーション課

年度 ８ 事業名 Ｎ Ｅ Ｔ Ｓ Ｕ Ｇ Ｅ Ｎ 運 営 担 当 者 ＮＥＴＳＵＧＥＮ運営チーム

（事項） 連 絡 先 027-226-2331
会計名 一般会計 説明書ページ 66
予算科目 第２款 知事戦略費 －第４項 デジタルトランスフォーメーション費 －第２目 デジタルトランスフォーメーション費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 354,143 174,094 50,569 92,000 37,480
（前年度） 148,927 71,248 48,220 29,459
（前々年度） 126,141 57,498 51,426 17,217

決算額
（前年度） 147,927 71,248 48,220 28,459
（前々年度） 119,607 54,684 54,309 10,614

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連

　新しいビジネスやイノベーションの拠点として官民共創スペース
「ＮＥＴＳＵＧＥＮ」、魅力的な商品・食を紹介する「ＧＩＮＧＨ
ＡＭ」を管理運営する。また、「ＮＥＴＳＵＧＥＮ」の拡張により
新たなビジネスの創出や地域課題解決の取組を加速する。

Ⅵ　官民共創コミュニティの育成

（事項） 連 絡 先 027-898-2797
会計名

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○官民共創スペース運営･活用  　　　　　　　　　 　98,708千円
　官民共創スペース「ＮＥＴＳＵＧＥＮ」を運営
○Ｗｅｂ３活用推進　　　　　　　　　　　　　　　　 5,525千円
　地域活性化を目的としたＷｅｂ３コミュニティ（ＤＡＯ）を運営
○県庁舎３１階ＧＩＮＧＨＡＭ運営　 　　　　　　　 32,730千円
　ソーシャルマルシェ＆キッチン「ＧＩＮＧＨＡＭ」を運営
〇ＮＥＴＳＵＧＥＮ拡張　　　　　　　　　　　　 　217,180千円
　「ＮＥＴＳＵＧＥＮ」の拡張により官民共創コミュニティ拠点と
　しての機能を強化

８　旅　費 655
10　需用費 40
11　役務費 1,963
12　委託料 134,305
14　工事費 205,480
17　備品費 11,700

担 当 部 課 知事戦略部 グリーンイノベーション推進課

年度 ８ 事業名 カーボンニュートラル推進 担 当 者 戦略推進係、県有施設脱炭素推進係

一般会計 説明書ページ 66
予算科目 第２款 知事戦略費 －第５項 グリーンイノベーション推進費 －第２目 グリーンイノベーション推進費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
事業期間 Ｈ12年　～　　年 根拠法令 地球温暖化対策推進法、気候変動適応法

当初予算額 29,226 7,566 21,660
（前年度） 82,703 7,566 75,137
（前々年度） 74,652 74,652

決算額
（前年度） 75,137 75,137
（前々年度） 73,870 73,870

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
  「群馬県地球温暖化対策実行計画」に沿って、県民・事業者・行
政が連携して、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出削減対策を推
進する。

Ⅴ　地域経済循環の形成

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
〇地域気候変動適応センター運営　　　　　　　　　　　 461千円
　温暖化による気候変動の影響や適応策に関する情報の収集・分析
　・発信を行う。
○ＥＶカーシェアリング　　　　　　　　 　　　　　 21,103千円
　自治体間シェアのノウハウ蓄積や地域交通充実による観光振興、
　災害時の電力供給など、EVの様々な可能性について検証を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

１　報　酬 96
７　報償費 288
８　旅　費 74
10　需用費 3
11　役務費 1
13　使賃料 21,151
18　負担金 47
　　その他 7,566
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356
12　委託料 20,112

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○グリーンイノベーション加速化支援　　 　　　　 　60,368千円
　・脱炭素経営の相談窓口、支援機関向け研修　　　　 2,713千円
　・グリーンイノベーション補助金 　　 　　　　　　40,058千円
　・地域と共創するグリーンイノベーション創出事業　17,597千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　[債務負担行為　7,621千円]
〇革新的環境イノベーションコンソーシアム運営   　　　214千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

７　報償費 1,180
８　旅　費 2,041
10　需用費 3,116
11　役務費

13　使賃料 125
18　負担金 152
18　補助金 40,000

（前々年度） 53,487 17,645 25,597 10,245
事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連

　県内におけるグリーンイノベーションの取組を加速するため、企
業の新たな価値・経済成長の創出に向けた取組を積極的に支援。 Ⅴ　地域経済循環の形成

決算額
（前年度） 68,169 27,218 29,923 11,028

（前年度） 70,323 28,295 30,000 12,028
（前々年度） 65,899 30,510 25,000 10,389

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 67,082 50,213 16,869

会計名 一般会計 説明書ページ 67
予算科目 第２款 知事戦略費 －第５項 グリーンイノベーション推進費 －第２目 グリーンイノベーション推進費

事業期間 Ｒ４年　～　　年 根拠法令

年度 ８ 事業名 グリーンイノベーション推進 担 当 者 戦略推進係、企業連携係
（事項） 連 絡 先 027-898-2751

22　償還金 7,400

担 当 部 課 知事戦略部 グリーンイノベーション推進課

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　企業や地域における自立分散型電源の構築・普及推進を図り、脱
炭素社会の実現と安全安心な地域づくりを積極的に推進する。 Ⅴ　地域経済循環の形成

457
12　委託料 407,681

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○事業用再生可能エネルギー設備導入資金　　　　 2,319,384千円
　融資限度額　１億円（うち運転資金4,000万円）
○住宅用太陽光発電設備等導入資金   　　　　　    443,576千円
　融資限度額　1,000万円
○太陽光発電設備等初期費用０円事業及び共同購入事業   518千円
○再エネ導入支援　　　　　　　　　　　　　　 　　407,681千円
　中小事業者や個人が太陽光発電設備や蓄電池を導入する際の経費
  の一部を補助
                                                        ほか

７　報償費 72
８　旅　費 269
10　需用費 323
11　役務費

18　負担金 40
20　貸付金 2,762,807

（前年度） 900,908 508,664 390,726 1,518
（前々年度） 825,765 658,907 163,101 3,757

（前々年度） 3,999,503 915,430 3,082,385 1,688
決算額

当初予算額 3,179,049 407,681 2,770,207 1,161
（前年度） 3,158,593 494,204 2,662,871 1,518

事業期間 Ｈ24年　～　　年 根拠法令
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（事項） 連 絡 先 027-898-2752
会計名 一般会計 説明書ページ 66
予算科目 第２款 知事戦略費 －第５項 グリーンイノベーション推進費 －第２目 グリーンイノベーション推進費

第５項 グリーンイノベーション推進費 － 第２目 グリーンイノベーション推進費
担 当 部 課 知事戦略部 グリーンイノベーション推進課

年度 ８ 事業名 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 推 進 担 当 者 再生可能エネルギー推進室再生可能エネルギー推進係
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事業期間 Ｈ14年　～　　年 根拠法令

第６項 交通イノベーション推進費 － 第２目 交通イノベーション推進費
担 当 部 課 知事戦略部 交通イノベーション推進課

年度 ８ 事業名 交 通 ま ち づ く り 戦 略 推 進 担 当 者 地域交通係、鉄道振興係、MaaS推進係

（事項） 連 絡 先 027-226-2381
会計名 一般会計 説明書ページ 67
予算科目 第２款 知事戦略費 －第６項 交通イノベーション推進費 －第２目 交通イノベーション推進費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 145,097 69,577 30,000 45,520
（前年度） 175,657 38,731 50,000 86,926
（前々年度） 152,307 30,500 50,000 71,807

決算額
（前年度） 174,129 31,818 51,211 91,100
（前々年度） 200,723 79,171 56,371 65,181

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　「誰もが安全で快適に移動できる社会」の実現に向けて、地域的
な暮らしの足の確保や、基幹公共交通軸を将来にわたって確保する
取組を推進する。

Ⅳ　県民総活躍社会の実現

13　使賃料 500
18　負担金等 67,699

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○ＭａａＳ社会実装支援　　　 　　　　　　　　　  116,554千円
　ＧｕｎＭａａＳを活用し、公共交通の利用機会を創出するととも
　に、交通事業者や民間事業者の新たなチャレンジの促進等を実施
○暮らしの足確保                　　 　　　   　　 2,887千円
　地域の特性に応じた新たな移動手段の推進
〇地域交通（中小私鉄３社）経営改革検討  　　　　　10,000千円
  県内中小私鉄３社（上毛電気鉄道、上信電鉄及びわたらせ渓谷鐵
　道）の経営改善を図るため、３社を横断したサポート体制の構築
　を検討。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

１　報　酬 3,206
３　手当等 1,244
４　共済費 731
７　報償費 768
８　旅　費 1,409
10　需用費 5,013
11　役務費 833
12　委託料 63,694

事業期間 Ｓ51年　～　　年 根拠法令 交通政策基本法、道路運送法、自動車運転代行業適正化法

担 当 部 課 知事戦略部 交通イノベーション推進課

年度 ８ 事業名 地 域 交 通 対 策 担 当 者 地域交通係
（事項） 連 絡 先 027-226-2381

会計名 一般会計 説明書ページ 67
予算科目 第２款 知事戦略費 －第６項 交通イノベーション推進費 －第２目 交通イノベーション推進費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 1,252,955 581,900 671,055
（前年度） 603,549 603,549
（前々年度） 625,172 625,172

決算額
（前年度） 598,549 598,549
（前々年度） 621,739 621,739

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　県民の日常生活に必要な移動手段であるバス路線を維持するとと
もに、公共交通機関の安全で利便性の高い輸送を確保する。 Ⅳ　県民総活躍社会の実現

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳

○地方バス路線対策　　　　　　　　　　　　　　　  94,561千円
　バス事業者が運行する広域的・幹線的なバス路線に対して、運行
　費及び車両減価償却費の一部を国と連携して補助する。
○市町村乗合バス対策　　　　　　　　　　　　　　 179,121千円
　市町村乗合バスに対して、運行費の一部について補助する。
○交通運輸事業者物価高騰対策　　　　　　 　　　　450,900千円
　業務DXに前向きに取り組む交通運輸事業者に支援金を支給すると
　ともに、業務DXに資するシステム導入経費の一部を補助する。
〇交通系ICカード導入促進　 　　　　　　　　　　　131,000千円
　交通系ICカード未導入路線バスへの導入経費の一部を補助　ほか

７　報償費 148
８　旅　費 248
10　需用費 276
11　役務費 17
13　使賃料 74
18　補助金 854,988
18　交付金 397,204
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事業期間 Ｈ８年　～　　年 根拠法令 鉄道事業法

第６項 交通イノベーション推進費 － 第２目 交通イノベーション推進費
担 当 部 課 知事戦略部 交通イノベーション推進課

年度 ８ 事業名 鉄 道 振 興 担 当 者 鉄道振興係
（事項） 連 絡 先 027-226-2381

会計名 一般会計 説明書ページ 67
予算科目 第２款 知事戦略費 －第６項 交通イノベーション推進費 －第２目 交通イノベーション推進費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 352,440 150,000 202,440
（前年度） 211,116 211,116
（前々年度） 212,273 212,273

決算額
（前年度） 201,515 201,515
（前々年度） 201,916 201,916

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　中小私鉄等の安全・安定運行や活性化のため、路線の維持修繕や
利用促進を図る。 Ⅳ　県民総活躍社会の実現

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳

○活性化・再生対策　　　　　　　　　　　　　 　　200,351千円
　上毛電気鉄道及び上信電鉄の線路・電路等の維持修繕に対する補
　助を行う。
○中小私鉄及び第３セクター対策　　　　　　　 　　　1,429千円
　頑張るぐんまの中小私鉄フェアの開催や、沿線市町村で構成する
　各路線連絡協議会による利用促進対策を支援する。
○中小私鉄３社安全運行支援  　 　　　　　　　　　150,000千円
　中小私鉄３社に対し、保線用作業車等の購入費を補助すること
　で、保線作業の効率化による生産性向上を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

８　旅　費 411
10　需用費 580
18　負担金 240
18　補助金 351,209

事業期間 Ｓ51年　～　　年 根拠法令 軌道法、鉄道事業法、道路運送法

担 当 部 課 知事戦略部 交通イノベーション推進課

年度 ８ 事業名 公 共 交 通 整 備 担 当 者 地域交通係、鉄道振興係
（事項） 連 絡 先 027-226-2381

会計名 一般会計 説明書ページ 68
予算科目 第２款 知事戦略費 －第６項 交通イノベーション推進費 －第２目 交通イノベーション推進費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 628,000 6,600 133,000 488,400
（前年度） 447,000 100,000 347,000
（前々年度） 381,000 86,000 295,000

決算額
（前年度） 368,583 80,000 288,583
（前々年度） 279,466 11,000 268,466

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　「誰もが安全で快適に移動できる社会」の実現に向けて、基幹公
共交通軸を将来にわたって確保する取組を推進する。 Ⅳ　県民総活躍社会の実現

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳

○鉄道整備促進　　　　　　　　　　　　　　　　　 178,443千円
　駅周辺整備等に対する補助を行う。
○鉄道輸送対策　　　　　　　　　　　　　　　　　 352,851千円
　上毛電気鉄道、上信電鉄及びわたらせ渓谷鐵道の輸送安全向上の
　ための設備整備に対する補助を行う。
〇市町村乗合バス車両整備促進　　　　　　　　　　　17,000千円
〇第四種踏切安全対策（第一種踏切化）補助　　      35,000千円
○ユニバーサルデザインタクシー車両導入支援　　　　 6,600千円
　ユニバーサルデザインタクシー導入促進のため、車両購入経費の
　一部を補助する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

18　負担金 38,106
18　補助金 589,894
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13　使賃料 1,290
18　負担金等 3,797

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○グローバル始動人テイクオフ      　　　　　　　17,063千円
　米国インディアナ州との学生相互交流等を実施
○JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致）　8,129千円
　県内JETプログラム参加者（外国語指導助手(ALT)等）の支援及
　び県国際化事業推進のため国際交流員(CIR)を当課に１名配置
○国際交流イベント　　　               　      　6,000千円
  国際交流の推進を図るイベントを開催（ベトナム交流祭、台湾
　フェア等）
○ネットワーク構築（在外県人会等への支援等） 　  1,637千円
　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　 　　　　 ほか

１　報　酬 3,600
３　手当等 1,396
４　共済費 799
７　報償費 76
８　旅　費 1,097
10　需用費 154
11　役務費 377
12　委託料 22,251

（前々年度） 27,672 5,724 4,749 17,199
事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連

○県内の若者が世界を切り拓く「グローバル始動人」を目指すきっ
　かけを作る。
○JETプログラム、国際交流イベント等の取組により、国際交流の
  効果的な推進、グローバル化への対応を図る。

Ⅳ　県民総活躍社会の実現
Ⅶ　教育イノベーションの推進と

　　　「始動人」の活躍

決算額
（前年度） 32,602 7,479 1,730 23,393

（前年度） 32,602 7,479 1,730 23,393
（前々年度） 28,658 5,724 530 22,404

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 34,837 8,957 2,300 23,580

会計名 一般会計 説明書ページ 68
予算科目 第２款 知事戦略費 －第７項 地域外交費 －第２目 地域外交費
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

担 当 部 課 知事戦略部 地域外交課
年度 ８ 事業名 国 際 交 流 推 進 担 当 者 国際連携係

（事項） 連 絡 先 027-898-3493

○地域外交推進（トップ外交）　 　　　　　　 　　92,651千円
　・渡航先候補：
　　　米　　国　インディアナ州訪問、日米中西部会参加等
　　　フランス　カンヌ国際映画祭併設プログラム参加等
　　　ベトナム　政府要人会談、経済・人材育成関連機関訪問等
　　　中　　東　政府要人会談、デジタル・クリエイティブ産業
　　　　　　　　関連機関訪問等　　　　　　　　　　　　　等
○職員海外派遣（長期派遣１名、短期派遣６名） 　 54,104千円
○インディアナ州関係強化事業（群馬県PR等） 　　 10,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

１　報　酬 4,100
４　共済費 800
８　旅　費 17,580
10　需用費 890
11　役務費 4,107
12　委託料 127,074
13　使賃料 130
18　負担金 34,579

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　地域外交の基本方針に定める重点国・地域とのハイレベルな人脈
構築、優れたコンテンツの発信、世界の先進技術を掴むため、知事
によるトップ外交などの地域外交を推進する。

Ⅴ　地域経済循環の形成

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳

（前年度） 189,120 7,500 26,000 155,620
（前々年度） 127,117 6,371 25,000 95,746

（前々年度） 114,820 34,128 26,000 54,692
決算額

当初予算額 189,260 5,000 25,000 159,260
（前年度） 189,120 51,839 26,000 111,281

事業期間 Ｒ２年　～　　年 根拠法令
事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源

（事項） 連 絡 先 027-226-2295
会計名 一般会計 説明書ページ 68
予算科目 第２款 知事戦略費 －第７項 地域外交費 －第２目 地域外交費

第７項 地域外交費 － 第２目 地域外交費
担 当 部 課 知事戦略部 地域外交課

年度 ８ 事業名 国 際 政 策 推 進 担 当 者 外交推進第一係、外交推進第二係
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事業期間 Ｈ24年　～　　年 根拠法令

第７項 地域外交費 － 第２目 地域外交費・第３目 旅券発給費
担 当 部 課 知事戦略部 地域外交課

年度 ８ 事業名 上 海 事 務 所 運 営 担 当 者 外交推進第二係
（事項） 連 絡 先 027-226-2295

会計名 一般会計 説明書ページ 69
予算科目 第２款 知事戦略費 －第７項 地域外交費 －第２目 地域外交費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
当初予算額 40,108 1,013 39,095
（前年度） 36,063 36,063
（前々年度） 34,489 34,489

決算額
（前年度） 36,063 36,063
（前々年度） 28,819 28,819

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　世界的な知名度を誇る上海市との関係を強化することで本県のプ
レゼンス向上を図るとともに、県内企業のビジネス展開支援や、青
少年交流等を通じた人材の育成など本県の国際施策の効果的な推進
に役立てる。

Ⅴ　地域経済循環の形成

（事項） 連 絡 先 027-226-3860
会計名 一般会計

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○県産業支援機構上海代表処（県上海事務所）の運営
　県職員派遣（２名）、事務所賃料、現地スタッフ賃金、光熱水
　費等の経常的経費、公課公租など
○事務所の活動内容
　・駐在のメリットを活かして、現地における人脈を構築し、上
　　海市との関係強化や県内企業の個別販路開拓支援の他、青少
　　年交流等を促進する。
　・ＳＮＳ等による本県情報の発信、各種展示会への出展、現地
　　に進出している本県企業のサポート及び現地旅行社・メディ
　　ア・バイヤー等訪問（観光や県産品のＰＲ）等を行う。

８　旅　費 3,723
11　役務費 320
18　負担金 36,065

担 当 部 課 知事戦略部 地域外交課
年度 ８ 事業名 旅 券 発 給 担 当 者 海外渡航係
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予算科目 第２款 知事戦略費 －第７項 地域外交費 －第３目 旅券発給費

事業費 国庫支出金 その他特定財源 県債 一般財源
事業期間 　　年　～　　年 根拠法令

当初予算額 44,717 44,717
（前年度） 40,136 40,136
（前々年度） 39,823 39,823

決算額
（前年度） 40,136 40,136
（前々年度） 33,045 33,045

事業目的（県民にとってのメリットは？） 新・総合計画(基本計画)との関連
　旅券の発給申請書審査・旅券受領後の検査、市町村旅券窓口支援
等により、県民の円滑な旅券申請及び交付に資する。

事業計画（具体的に何をするのか？） 事業費（節）の内訳
○一般発給旅券の審査・検査
　・県内市町村窓口で受け付けた旅券発給申請書の審査及び国立
　　印刷局への旅券作成依頼
　・旅券受領後の検査及び市町村への発送
○通常発給以外の旅券発給対応
　緊急に発給が必要な事案への対応
○市町村旅券窓口支援
　市町村旅券窓口からの相談への対応
○オンライン申請、オンライン納付の導入・運用

１　報　酬 16,931
３　手当等 6,562
４　共済費 4,850
８　旅　費 888
10　需用費 3,912
11　役務費 11,501
12　委託料 73
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